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はじめに

（１）地区防災計画とは
地区防災計画とは、
① ⼀定の地区内の居住者等が共同して⾏う防災訓練
② 地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄
③ 災害が発⽣した場合における地区居住者等の相互の⽀援
④ その他の当該地区における防災活動に関する計画のことをいいます。

東⽇本⼤震災では、地震・津波によって市町村の⾏政機能が⿇痺してしまい、地域住⺠
⾃⾝による⾃助、地域コミュニティにおける共助が避難所運営等において重要な役割を
果たしました。東⽇本⼤震災での経験を踏まえ、今後、発⽣が危惧されている⼤規模災害
に備えた、⾃助・共助の役割の重要性が⾼まっています。

⼀⽅で、従来、地域防災⼒向上のために活躍していた、消防団、⾃主防災組織等は、少
⼦⾼齢化社会の進⾏に伴い、活動が⼗分に機能しなくなる等の問題が発⽣しており、こ
のような状況を踏まえ、地域コミュニティ内での共助による防災活動を強化する必要が
あります。

（２）地区防災計画ができた経緯
従来、防災計画としては国レベルの総合的かつ⻑期的な計画である防災基本計画と、

地⽅（都道府県及び市町村）レベルの地域防災計画が定められておりそれぞれのレベル
で防災活動を実施してきました。しかし、東⽇本⼤震災において、⾃助、共助及び公助が
あわさって初めて⼤規模広域災害後の災害対策がうまく働くことが強く認識されたとこ
ろです。

その教訓を踏まえて、平成２５年に災害対策基本法が改正され、地域コミュニティにお
ける共助による防災活動の推進の観点から、市町村内の⼀定の地区の居住者等が⾏う⾃
発的な防災活動に関する地区防災計画制度が新たに創設されました。

（３）地域防災⼒の必要性
平成７年の阪神・淡路⼤震災では、家屋の倒壊などによる⽣き埋めや閉じ込められた

⼈のうち、消防などの公的機関の救助（公助）によるものはわずか１．７％で、多くは、
⾃⼒または家族や隣⼈などの地域住⺠によって救出された教訓を受け、⾃助・共助の重
要性が強く認識されました。
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３. 地区の特性 
（１）広⽥地区の特性  

広⽥地区は、本市の南東部に位置し、⽥んぼが広がる農村地域でしたが、昭和 54 年
9 ⽉から平成元年にかけての早岐東部⼟地区画整理事業により、宅地・道路等が整備さ
れ、急速に市街地化が進んだ地域です。 

北東側から東側、南側にかけて⼭間部が広がり、早岐瀬⼾に⾄る⽐較的平坦な中央部
に宅地、商業施設が集中している地域です。 

中央部周辺の⼭間部には、⼟砂災害警戒区域などの警戒区域が点在し、⼤⾬や台⾵で
は、崖崩れ、⼟⽯流、地滑りなど⼟砂災害が予想されます。 

また、従前の農業地域の名残で、⼭麓部には多くの堤・溜池が点在しており、その 
管理も課題となっています。 

地区内、⼩森川、⾦⽥川等の全ての河川は、いずれも早岐瀬⼾にそそぎ、早岐瀬⼾の
潮位の影響を受けます。 

また、⼩森川上流には下ノ原ダムがあり、⼤⾬時のダム放⽔による河川増⽔にも、⼗
分な注意・警戒が必要です。 

早岐川・⼩森川洪⽔ハザードマップ（以下「洪⽔ハザードマップ」という。）で想定
されている最⼤⾬量でなくても、⼤潮・満潮と⼤⾬が重なれば、道路冠⽔や住宅浸⽔に

広⽥地区 
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⾄る内⽔氾濫や河川の氾濫が予想されます。 
地震について、当地区に⼀番近い活断層⼤村・諫早北⻄付近断層帯があり、M7.1 震

度 4〜５強が想定され、家屋倒壊、崖崩れ、津波被害が予想されます。⼟砂災害警戒区
域などの警戒区域が点在する箇所では、特に注意・警戒が必要です。 
※ 洪⽔ハザードマップ：河川の破堤、はん濫等の浸⽔情報、及び避難に関する情報を

住⺠にわかりやすく提供するため、市町村が作成し公表するもの。（令和３年６⽉
公表予定） 

 
【参考】地区の過去の災害 

災害名称 
及び災害発⽣年⽉⽇ 

災害による被害状況と当時の状況 

昭和 23 年の低気圧による
豪⾬ 
昭和 23 年 9 ⽉ 11 ⽇ 

９⽉１１⽇、突如佐世保地⽅は豪⾬に襲われた。浸⽔家屋８，２００余⼾、流
失、半流失あわせて６４５⼾、溺死、⾏⽅不明７７名、道路の損壊、橋の流出、
がけ崩れなど損害は１２億円という巨額に達した。 

昭和 42 年 7 ⽉豪⾬ 
昭和 42 年 7 ⽉ 9 ⽇ 

７⽉９⽇、数⽇前から降っていた⾬が、時間⾬量１２４mm の集中豪⾬とな
り、すでに増⽔していた市内の諸河川に周辺の⼭地から鉄砲⽔となって流れ込
んだ。相浦川、佐世保川、⽇宇川、⼩森川などの諸河川の堤防は相次いで決壊
し、濁流が市街地、住宅地を襲った。死者２９名、負傷者２７０名、床上浸⽔
６，１２５世帯、床下浸⽔７，４６２世帯、家屋流出２３６⼾の⼤被害となり、
⽔道は本管の破損により３万世帯の断⽔となり、道路破損、がけ崩れも多かっ
た。 

                                  出典：佐世保市史 
 
 
 
 
 
 
 

写真掲載予定 
 
 
                                                                 提供：⼤室貞⼈⽒ 

 
 
 

昭和４２年７月９日 （佐世保大水害） 
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（２）地区のエリア分け 
広⽥地区は広範囲に拡がっていることから、地区を次の６エリアに区分して想定さ

れる被害を検討します。 

No エリア 世帯数 町内会等 

① 重尾町 ７３３ 重尾町公⺠館、重尾新町⾃治
会、春陽台⾃治会 

② 浦川内町・広⽥三丁⽬ １，３４３ 
浦川内町⾃治会、広⽥三丁⽬
⾃治会、上宮崎⾃治会、下宮崎
⾃治会 

③ 崎岡町 １，２６２ 崎岡町⾃治公⺠館、公営崎岡
住宅⾃治会 

④ 広⽥町・広⽥⼀丁⽬ １，０１４ 上宮崎⾃治会、鶴が丘⾃治会、
広⽥花⽴⾃治会、⼩森⾃治会 

⑤ 広⽥⼆丁⽬・広⽥四丁⽬ ６０６ 下宮崎⾃治会、広⽥宿舎⾃治
会 

⑥ 中原町 ２３８ 中原町町内会 

                             （令和３年１⽉１⽇現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① ② 

③ 

④ 
⑤ 

⑥ 
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（３）エリアの特性  
① 重尾町エリア 

⼭間部にかこまれ、⾦⽥川周辺に宅地が広がる地域で⼟砂災害警戒区域などの警戒
区域が点在し、⼟砂災害に注意・警戒が必要な地域です。 

⼤⾬時には、県道や市道が合流する重尾町公⺠館前付近の交差点周辺に⾬⽔が集中
し、⾦⽥川への排⽔が⼗分でないため道路冠⽔、宅地浸⽔の恐れがあり、注意・警戒
が必要です。地区⻄側の碧⽔橋の交差点付近も道路冠⽔への注意を要します。 

地域内には従来農業⽤⽔として利⽤されてきた堤・溜池が点在しており、その管
理・防災対策が課題となります。 

 
② 浦川内町・広⽥三丁⽬エリア 

北側から東側及び南側に広がる⼭間部と、早岐東部⼟地区画整理事業により整備さ
れた平坦な住宅地で形成されている地域です。 

⼭間部では、⼟砂災害警戒区域などの警戒区域が点在しており、⼟砂災害への注
意・警戒が必要です。 

県道と市道が合流する広⽥三丁⽬バス停周辺に⾬⽔が集中し、道路冠⽔や宅地浸⽔
の恐れがあります。 

また、従来農業⽤⽔溜池として利⽤されてきた、堤、溜池が点在しておりその管理・
防災対策が課題となります。特に、宮ノ浦溜池は規模が⼤きく、記録的な⼤⾬による
越⽔や堤体崩壊の可能性があり、⼤規模な災害が想定されます。 

浦川内川は、早岐瀬⼾の⼤潮・満潮時の⼤⾬では、⼀部標⾼の低い地域で、道路や
宅地への浸⽔の可能性があり注意・警戒が必要です。 

 
③ 崎岡町エリア 

4 つの⾕があり、⼭麓部周辺の住宅地と、早岐瀬⼾沿いに造成された住宅地で形成
されています。 

⼭間部では、⼟砂災害警戒区域などの警戒区域が多く点在しており、⼟砂災害に注
意・警戒が必要な地域です。 

崎岡町公⺠館前の市道や、崎岡川流末付近の県道周辺では、過去、⼤⾬による道路
冠⽔、宅地浸⽔の被害が出ています。同様に、岡の⾕川流末付近の崎岡⻄公園周辺で
も道路冠⽔や宅地浸⽔への注意・警戒が必要です。 

 
④ 広⽥町・広⽥⼀丁⽬エリア 

⼩森川、⾦⽥川と⼀般県道平瀬佐世保線及び東側の丘陵に囲まれた⽐較的平坦な地
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重尾町エリア防災マップ
重尾町公民館・重尾新町自治会・春陽台自治会

下の原貯水池

県立佐世保

東翔高等学校広田中学校

広田地区コミュニティセンター

公

公

狩立溜池

重尾町公民館分館

東部スポーツ広場

浦川内町公民館

奥の裏堤溜池

新 堤

日暮溜池

上重尾第３溜池

上重尾第２溜池

稗田溜池

長峰1号溜池

長峰3号溜池
長峰2号溜池

越水が想定される場所

重尾町公民館

N

公

公

すり鉢堤

広田三丁目公民館

広田公園

上宮崎公民館
公

過去に道路冠水した場所

過去に道路冠水した場所

日

頃

か

ら

、

自

宅

か

ら

避

難

所

ま

で

の

「

避

難

経

路

」

を

確

認

し

て

お

き

ま

し

ょ

う

。

縮尺 1 : 9,700

金田川

碧水橋

小瀬の谷堤

永田堤

宮ノ浦溜池
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４. 想定災害への対応 
（１）⼟砂災害  
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① ⾃宅の背後に急傾斜地があり、⼤⾬などにより崩れるおそれがないか？ 
② ⼟⽯流が発⽣し、被害が予想されないか？ 
③ 地すべりが発⽣し、被害が予想されないか？ 

※ 上記の「⼟砂災害の前兆現象」に⼗分注意する。 
 

がけ崩れの前兆現象 
がけにひび割れができる 
⼩⽯がパラパラと落ちてくる 
がけから⽔が湧き出る 
湧き⽔が⽌まる・濁る 
地鳴りがする 

地すべりの前兆現象 
地⾯がひび割れ・陥没 
がけや斜⾯から⽔が噴き出す 
井⼾や沢の⽔が濁る 
地鳴り・⼭鳴りがする 
樹⽊が傾く 
⻲裂や段差が発⽣ 

⼟⽯流の前兆現象 
⼭鳴りがする 
急に川の⽔が濁り、流⽊が混
ざり始める 
腐った⼟の匂いがする 
降⾬が続くのに川の⽔位が下 
がる 
⽴⽊が裂ける⾳や⽯がぶつか 
り合う⾳が聞こえる 
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（２）⽔害（河川のはん濫）  
① 川がはん濫しそうな場所がないか？ 

 ② 建物の浸⽔や道路が冠⽔する場所がないか？ 
 ③ ⽼朽化したため池の決壊等の前兆はないか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）⾼潮・津波災害  

① ⾼潮時に波浪などが海岸堤防などを超える浸⽔が考えられないか？ 
② 津波による浸⽔が予想されないか？ 
 
 

危険度のチェック 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪１≫防災マップで自宅の災害危険度を確認し、避難の可否を決め 

ましょう。 

≪２≫災害別に避難行動（避難の経路）を各世帯で決めましょう。 

≪３≫避難をする場合、どこに避難するか各世帯で決めましょう。 

≪４≫緊急の場合は、建物の上階や崖から離れた部屋に移動しまし

ょう。 
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５. 防災活動の内容 
（１）平常時の取組 

  いざというときに地区の⼒が発揮できるよう、地区のみんなで協⼒して防災活動に
取り組みます。 

防災知識の普及・啓発 

 防災対策では、地区住⺠の⼀⼈⼀⼈が防災に関⼼を持ち、⽇頃
から準備することが重要です。地区住⺠への防災知識の普及や啓
発活動を⾏います。 
● 毎年、防災研修会の開催、あるいは、 

広報誌、ポスター等の作成、配布に勉 
めます。 

地区の安全点検 

 防災の基本は、⾃分たちの住むまちを知ることです。地区の危
険な場所や防災上問題のある場所などを確認し、改善のための働
きかけなどを⾏います。 
● まちあるき等を通じて、危険な場所を確認します。 
● 防災マップを作成、検証、⾒直しを⾏います。 
● 避難⾏動要⽀援者の把握と⽀援活動を 

⾏い、毎年⾒直し作業を実施します。 
● 地域の施設、学校等を含めた安全対策 

を検討します。 

防災資機材の整備 

 防災資機材は、災害発⽣時に役⽴ちます。 
地区で防災資機材を整備し、⽇頃の点検や 
使い⽅を確認します。 

防災訓練 

 防災訓練は、いざというとき、あわてず、的確に対応するため
の⽋かせない活動です。地区住⺠に積極的な参加を呼びかけて、
訓練を⾏います。 
● 年に１回以上、消防団を中⼼として 

地区、または、町内会等における防災 
訓練の開催に努めます。 
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（２）災害時の取組 
   災害時は、負傷者の発⽣や⽕災など様々な事態が発⽣する可能性があります。公共

機関とも連携しながら、みんなで⼒を合わせて被害の軽減に向けて活動します。 
 

情報の収集・伝達 

公共機関などから正しい情報を収集し、地区住⺠に伝達しま
す。また、地区の被災状況や⽕災発⽣状況などを取りまとめ、防
災機関へ報告します。 
●防災⾏政無線 
 ・テレビ 
 ・ラジオ 
 ・防災メール等 
●地区内ネットワークを活⽤して正確な情報を伝達します。 

救出・救助活動 

 ⾃分⾃⾝がケガをしないよう注意しな 
がら、みんなで協⼒して負傷者や家屋の 
下敷きになった⼈の救出・救助活動を⾏ 
います。 

初期消⽕活動 
 消防⾞が到着するまでの間、⽕災の延 
焼拡⼤を防ぐための初期消⽕活動を⾏い 
ます。 

医療救護活動 

 医師の⼿当てが受けられるまでの間、負傷者の応急⼿当をし
て、救護所へ搬送します。 
 防災訓練に参加して、簡単な応急処置が 
できるように、⽇頃から訓練します。 

避難誘導 
 地区住⺠を安全な場所などへ誘導します。 
●避難⾏動要⽀援者の安否確認、情報伝達、 
避難誘導を⾏います。 

給⾷・給⽔活動 
 地区で必要な物資を把握し、公共機関 
とも連携しながら、必要に応じて炊き出 
しなどの給⾷・給⽔活動を⾏います。 
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（３）要配慮者（避難⾏動要⽀援者）等への⽀援 
   災害時に⼤きな被害を受けやすいのは、⾼齢者や障がい者、⼦どもなど、⼈の助け

を必要とする⼈（要配慮者（避難⾏動要⽀援者））です。 
   こうした要配慮者（避難⾏動要⽀援者）を災害から守るため、みんなで協⼒しなが

ら⽀援を⾏っていきます。この取り組みを着実に進めるため、個別計画を定めること
が重要です。 

 
ア 要配慮者（避難⾏動要⽀援者）の⾝になって、防災環境の点検・改善を⾏う。 

   ⽬や⽿の不⾃由な⼈にも、警報や避難情報をきちんと伝えられるか、避難経路等に
障害物や危険な場所はないかなどを点検し、改善に努めます。 

イ 避難するときは、しっかり誘導する。 
   隣近所の助け合いが重要です。⼀⼈の要配慮者（避難⾏動要⽀援者）に複数の避難

⽀援者を決めておきます。 
ウ 困ったときこそ温かい気持ちで接する。 

   ⾮常時こそ、不安な状況に置かれている⼈にやさしく接する必要があります。困っ
ている⼈や要配慮者（避難⾏動要⽀援者）には、思いやりの⼼を持って接します。 

 エ ⽇頃から積極的にコミュニケーションを図る。 
   いざというときに円滑に⽀援できるよう、⽇頃から積極的に要配慮者（避難⾏動要

⽀援者）とのコミュニケーションを図ります。 
 
（４）消防団との連携 

  消防団の地区に係わる防災活動は、⼤変重要で必要 
不可⽋なものであり、地区内居住者等と防災活動の役 
割分担の確⽴及び相互の連携協⼒によって総合的な防 
災体制を構築します。 
 

  平常時及び災害時における地区との連携は以下のとおりです。 
① 消⽕訓練等防災活動における指導的な事項に関すること。 
② 防災訓練の計画に関する指導・助⾔に関すること。 
③ 要配慮者（避難⾏動要⽀援者）の⽀援・避難誘導に関すること。 
④ 危険箇所の把握・調査等の地区の安全点検に関すること。 
⑤ 保有する資機材の範囲において⾏う救出・救助に関すること。 
⑥ 初期消⽕活動に関すること。 
⑦ その他消防団⻑の命令による活動 
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（５）防災関連施設との連携 
   平常時から、各学校、医療機関、要配慮者施設、事業所等と連携を図るとともに、

災害時の対応体制について、事前に協議するものとする。 
 

① 要配慮者施設・医療機関 
   町内会に施設がある場合は、連携を密にするとともに、お互いに協⼒体制を事前に

協議する。 
② 学校 

   学校は、避難所としての活⽤の他に、事前に協議して、⼦供たちの⾒守りや避難時
の⼿助けなどについて、お互いの連携を保ち、⼦供たちの安全に努めます。 

③ 事業所等との連携 
   災害時には、広⽥地区に⽴地している事業所と広⽥地区住⺠が連携して、「住⺠と事

業所とで助け合う」ことが重要です。 
  事業所以外にも、各町内会で神社、お寺等に協⼒を求めます。 
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６. 災害情報 
（１）災害情報の⼊⼿⽅法 

① テレビ・ラジオ（緊急地震速報有り）  
    NBC テレビによるデータ放送 

② 防災⾏政無線（緊急地震速報有り） 
③ スマートフォン・パソコン（緊急地震速報有り） 
④ 佐世保市災害情報配信メール（事前登録が必要） 
⑤ 本計画の地区内ネットワーク 

 
  【※災害の情報は、地区住⺠がお互いに共有することに努めるとともに、⾃ら進んで

早めの情報収集を⾏い、避難等を⾏う場合の判断材料とします。】 
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（２）避難情報について 
   災害が発⽣し、⼜は発⽣するおそれのある場合、市の災害対策本部等は避難勧告等（避

難準備・⾼齢者等避難開始、避難勧告、避難指⽰（緊急））を発令します。 
   地域住⺠は、避難勧告等や各種の災害情報を収集して、必要に応じて速やかに避難等

の「⾃らの命を守る為の⾏動」を⾃発的に⾏います。 
 

① 避難準備・⾼齢者等避難開始 
    住⺠に避難準備を呼び掛けるとともに、避難するのに時間を要する⽅（避難⾏動要

⽀援者）及びその⽀援者が避難を開始すべき段階であるとして発令されます。 
 

② 避難勧告（令和３年度中に②、③の改定予定） 
    住⺠の⽣命⼜は⾝体を災害から保護し、その他災害の拡⼤を防⽌するために、住⺠

からの⽴ち退き（避難）を勧告する場合に発令されます。災害の状況により、緊急避
難場所や避難所への避難、⾃宅の 2 階等への避難が必要です。 

 
③ 避難指⽰（緊急） 

    既に災害が発⽣していてもおかしくない状況、被害の危険が切迫している場合等に
発令されます。発令された際は、原則として、発令のあった地域から⽴ち退き（避難）
する必要があります。 

 
※  既に災害が発⽣していてもおかしくない状況、被害の危険が切迫している場合等

に発令されます。発令された際は、原則として、発令のあった地域から⽴ち退き（避
難）する必要があります。 

○ 地震の場合の避難情報（緊急地震速報、津波警報等） 
    地震の場合、緊急地震速報や津波警報が、スマートフォン、テレビ、ラジオ、防災

⾏政無線などから、放送されます。この場合は、揺れが収まるまで、安全を確保し、
津波の危険性があると判断できた場合には、緊急避難場所（公園など）などに、直ち
に避難しなければなりません。 
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（３）警戒レベル 
  警戒レベル１〜５と居住者等がとるべき⾏動 

警戒レベル 住⺠がとるべき⾏動 住⺠に⾏動を促す情報 

警戒レベル 
５ 

既に災害が発⽣している状況であり、命を
守るための最善の⾏動をとる。 

災害発⽣情報 
※災害が発⽣していること
を把握した場合に、可能な範
囲で発令 

警戒レベル 
４ 

・指定緊急避難所等への⽴退き避難を基本
とする避難⾏動をとる。 

・災害が発⽣するおそれが極めて⾼い状況
等になっており、緊急に避難する。 

・避難勧告 
（令和３年度中に改定の予定） 

・避難指⽰（緊急） 
※地域の状況に応じて緊急
的⼜は重ねて避難を促す場
合等に発令 

警戒レベル 
３ 

⾼齢者等は⽴退き避難する。 
その他の⼈は⽴退き避難の準備をし、⾃発
的に避難する。 

避難準備・⾼齢者等避難
開始 

警戒レベル 
２ 

避難に備え⾃らの避難⾏動を確認する。 
※避難場所や避難経路等の再確認、避難情
報の把握等 

注意報 

警戒レベル 
１ 

災害への⼼構えを⾼める。 
※防災気象情報等の最新情報に注意する。 

警報級の可能性 
（早期注意情報） 

 
（４）防災無線による伝達⽅法 
  避難情報発令時に防災無線によりサイレンや⾳声が放送されます。 

種別 サイレンによる信号 

避難準備・ 
⾼齢者等避難開始 

チャイム・チャイム・チャイム・チャイム（上がりチャイム４⾳） 
    ⇒ ⾳声（内容を放送する） 

避難勧告 サイレン⇒ 休⽌ ⇒ サイレン ⇒ 休⽌ ⇒ サイレン ⇒ ⾳声 
(15 秒)   (5 秒)   (15 秒）    (5 秒)  (15 秒)   (内容を放送する) 

避難指⽰（緊急） サイレン⇒ 休⽌ ⇒ サイレン ⇒ ⾳声 
（60 秒)   (5 秒)   (60 秒)    (内容を放送する) 

※⾳声等が聞きづらい時 
  佐世保市災害情報発信サービス・防災⾏政無線テレホンガイド０１８０-９９９-９８７ 
  NBC データ放送（チャンネルは３ｃｈ）を活⽤する。 

市
町
村
が
発
令 

気
象
庁
が
発
表 
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注２）⼤⾬や台⾵時（⾵⽔害時）に初期段階として佐世保市が開設予定の避難所 
※ 災害状況や避難状況等により、避難所開設の可否や新たな避難所の開設を決定 
 

（２）災害時の連絡体制 
   広⽥地区は、災害が発⽣し、発⽣の恐れがある時の情報伝達の⼿段として以下の連

絡網で活⽤する。また、被害状況等を把握するため各町内会等代表者は収集した情報
を⾃治協議会会⻑に連絡します。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
（３）防災マップの作成 
    防災マップは、別添のとおりとし、広⽥地区を６エリアに分けてエリア毎に作成（A3

広⽥地区⾃治協議会 
   会 ⻑ 

総務会 
会 ⻑ 

消防団第４分団・第６分団 
       分団⻑ 

重尾町 
エリア 

重尾町公⺠館⻑ 
重尾新町⾃治会⻑ 
春陽台⾃治会⻑ 

浦川内町・広⽥三丁⽬ 
エリア 

浦川内町⾃治会⻑ 
広⽥三丁⽬⾃治会⻑ 
上宮崎⾃治会⻑ 
下宮崎⾃治会⻑ 

崎岡町 
エリア 

崎岡町⾃治公⺠館⻑ 
公営崎岡住宅⾃治会⻑ 

広⽥町・広⽥⼀丁⽬ 
エリア 

上宮崎⾃治会⻑ 
鶴が丘⾃治会⻑ 
広⽥花⽴⾃治会⻑ 
⼩森⾃治会⻑ 
下宮崎⾃治会⻑ 

広⽥⼆丁⽬・広⽥四丁⽬ 
エリア 

下宮崎⾃治会⻑ 
広⽥宿舎⾃治会⻑ 

中原町 
エリア 

中原町町内会⻑ 

役 員 
副会⻑ 監事 

顧問 事務局⻑ 

防犯防災・環境部会 
部会⻑ 

副部会⻑ 
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版）して全世帯に配布し、計画本⽂（本書）は全世帯及び各町内会・公⺠館等へ配布
します。 
① 防災マップに記載する情報 

   ア 指定避難所、緊急避難場所 
イ 危険な場所（⼟砂災害警戒区域・河川・ため池等） 

   ウ 要配慮者（避難⾏動要⽀援者）世帯  
   ※ 要配慮者情報が記載された防災マップの成果物については、個⼈情報の不正流出

を防⽌するため、町内代表者等で保管します。 
  

② マップ情報の更新 
   毎年、マップ上の情報を更新して最新の情報を維持します。 

※ 要配慮者情報が記載された防災マップ成果物については、個⼈情報の不正流出を
防⽌するため、⾃主防災会（町内代表者）で保管します。 

 
（４）地区防災訓練の実施 
    本計画の実効性をあげるために、佐世保市、消防署、その他関係機関等とも連携し

て、佐世保市が作成した「⾃主防災会防災訓練マニュアル」等を参考にして、次の訓
練内容を中⼼とした地区防災訓練を毎年度実施します。 

 
【訓練の⽅法】 

① 地区⾃治協議会を主体とした全体の訓練 
② エリア別（６ヶ所）でそれぞれ実施する訓練 
③ 各町内会・公⺠館等の単位で実施する訓練 

 
【訓練の内容】 

① 避難誘導訓練（避難⾏動要⽀援者の⽀援を含む。） 
② 地区ネットワークを活⽤した情報伝達訓練 
③ 消⽕訓練 
④ 救出訓練 
⑤ 負傷者搬送訓練 
⑥ 応急⼿当訓練 
⑦ 給⾷・給⽔訓練 
⑧ 避難所開設・運⽤訓練 
⑨ 防災啓発活動（チラシの配布など） 
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⑩ その他 
 
（５）防災資機材の整備計画 
   地域の実情に応じて必要となる防災資機材を計画的に整備します。 

① 備蓄する場所   
各町内公⺠館等 

② 備蓄の⽬標 
   各町内公⺠館等は、⼀時的な避難場所として活⽤するため、⽑布・数名分の⾷料

品・情報収集機器等を中⼼として備蓄する。 
 
 

【防災資機材等・備蓄品の例】 
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広田地区自治協議会 
 

〒859-3224 
佐世保市重尾町 63 番地 広⽥地区コミュニティセンター内 

Tel  : 0956-37-6640 
Fax  : 0956-37-6640 
Mail  : hirotajichikai@gol.com                   https://hiroda.net/ 




